
所有者別出資比率の状況

（注）��富士電機ホールディングス株式会社及びその連結子会社が退職給付信託とし
て信託銀行に信託している当社株式123,042千株は、「その他法人」に含めてお
ります。

23.53%28.35% 13.84% 34.28%

その他法人金融機関・証券会社 外国人 個人・その他

資本金� 324,625百万円
発行可能株式総数� 5,000,000,000株
発行済株式総数� 2,070,018,213株
株主数� 201,818名

大株主の状況

株主
所有株式数
（千株）

発行済株式�
総数に対する�
所有株式数の�
割合（%）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社�
（信託口4G） 122,789 5.93

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 111,956 5.41

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社�
（信託口） 100,434 4.85

富士電機ホールディングス株式会社 94,663 4.57

ステートストリートバンクアンド�
トラストカンパニー�
（常任代理人　株式会社みずほコーポレート銀行�
兜町証券決済業務室） 84,900 4.10

富士電機システムズ株式会社 81,868 3.95

朝日生命保険相互会社 40,743 1.97

株式会社みずほコーポレート銀行 32,654 1.58

富士通株式会社従業員持株会 28,394 1.37

ザチェースマンハッタンバンクエヌエイロンドン�
エスエルオムニバスアカウント�
（常任代理人　株式会社みずほコーポレート銀行�
兜町証券決済業務室） 21,900 1.06

計 720,303 34.80

（注）�1.�日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4G）、日本マスター
トラスト信託銀行株式会社（信託口）及び日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）の所有株式数は、各行の信託業務に係るものです。

� 2.�富士電機ホールディングス株式会社及び富士電機システムズ株式会社の
所有株式のうち、それぞれ1,412千株、66,067千株は退職給付信託として
みずほ信託銀行株式会社に信託され、資産管理サービス信託銀行株式会
社に再信託された信託財産であり、議決権の行使については、それぞれ
各社の指図により行使されることとなっております。なお、株主名簿に
基づき当社が確認した結果、富士電機グループは、当社株式を、退職給付
信託財産として所有する株式（123,042千株）を含め、合計236,370千株
（発行済株式総数に対する所有株式数の割11.42%）所有しております。

� 3.�株式会社みずほコーポレート銀行の所有株式のうち、212千株は退職給
付信託としてみずほ信託銀行株式会社に信託され、資産管理サービス信
託銀行株式会社に再信託された信託財産であり、議決権行使については、
株式会社みずほコーポレート銀行の指図により行使されることとなっ
ております。

� 4.�アライアンス・バーンスタイン株式会社ほか2社の連名により、2008年
4月22日付で当社株式に係る大量保有報告書の変更報告書（報告義務発生
日　2008年4月17日）が関東財務局長に提出されております。当該変更
報告書の内容は以下のとおりです。

株主

保有株券�
等の数�
（千株）

株券等�
保有割合�
（%）

アライアンス・バーンスタイン・エル・ピー 267,022 12.90
アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社 20,640 1.00
アライアンス・バーンスタイン株式会社 6,236 0.30
合計 293,898 14.20

連結子会社（480社）
日本
上場会社
新光電気工業株式会社
ニフティ株式会社
富士通コンポーネント株式会社
株式会社富士通ビー・エス・シー
株式会社富士通ビジネスシステム*1
富士通フロンテック株式会社
非上場会社
株式会社島根富士通
株式会社PFU
富士通アイソテック株式会社
株式会社富士通ITプロダクツ
富士通エフ・アイ・ピー株式会社
株式会社富士通エフサス
富士通エレクトロニクス株式会社
株式会社富士通研究所
富士通テレコムネットワークス株式会社
富士通テン株式会社
株式会社富士通パーソナルズ
富士通マイクロエレクトロニクス株式会社
富士通モバイルフォンプロダクツ株式会社

米州
非上場会社
Fujitsu�Computer�Products�of�America,�Inc.
Fujitsu�Network�Communications�Inc.
Fujitsu�North�America�Holdings,�Inc.*2

EMEA
非上場会社
Fujitsu�Services�Holdings�PLC

APAC・中国
非上場会社
台湾富士通股份有限公司
Fujitsu�Asia�Pte.�Ltd.
Fujitsu�Australia�Limited
Fujitsu�Computer�Products�Corporation�of�the�Philippines*3
Fujitsu�Microelectronics�Asia�Pte.�Ltd.
Fujitsu�(Thailand)�Co.,�Ltd.*3

持分法適用関連会社（20社）
日本
上場会社
株式会社富士通ゼネラル
FDK株式会社*4

非上場会社
富士通リース株式会社

EMEA
非上場会社
Fujitsu�Siemens�Computers�(Holding)�B.V.*5

*1�当社は、株式会社富士通ビジネスシステム（以下、FJB）と2009年8月1日を効力
発生日として株式交換を行う予定です。それに伴い、FJBは当社の完全子会社と
なり、2009年7月28日に上場廃止となる予定です。

*2�2008年10月1日 付 で、Fujitsu�Consulting�Holdings,�Inc.、Fujitsu�Computer�
Systems�Corporation、及びFujitsu�Transaction�Solutions�Inc.の3社の持株会社
Fujitsu�North�America�Holdings,�Inc.を設立いたしました。また、2009年4月
1日付で、持株会社のもとで上記事業会社3社を1社に統合し、商号をFujitsu�
America,�Inc.に変更いたしました。

*3�HDD事業の譲渡に伴い、Fujitsu�（Thailand）�Co.,�Ltd.�及びFujitsu�Computer�
Products�Corporation�of�the�Philippinesを2009年8月を目標に株式会社東芝
へ譲渡を完了する予定です。

*4�2009年5月1日付で、当社の持分法適用関連会社であったFDK株式会社の第
三者割当増資を引き受け、同社を連結子会社としております。

*5�Siemens�AGからの株式取得に伴い、2009年4月1日付で、Fujitsu�Siemens�
Computers�（Holding）�B.V.�（2009年4月1日付で、Fujitsu�Technology�Solutions�
（Holding）�B.V.に商号変更）を当社の連結子会社としております。

重要な連結子会社・関連会社 株主メモ
（2009年3月31日現在） （2009年3月31日現在）

126 ANNUAL REPORT 2009FUjITSU LImITEd  



海の向こうのあの国にも瞬時にアクセス
海底ケーブルと光伝送装置

安心して預けてください
データセンター

愛らしい見た目でしっかり者
サービスロボット「enon（エノン）」

個体管理はお任せください
ICタグ

セキュリティを強化しながらもっと便利に！
手のひら静脈認証装置

安全で快適な空の旅をサポート
空港での運航管理システム

薄い！軽い！エコ！
カラー電子ペーパー

24時間365日ノンストップで守ります
お客様先でのシステム保守・サポート

　海外との国際電話やインターネットなどの通信の基盤になる海底
ケーブルは、船を進めながら海底に敷設されます。富士通は、基地局
やケーブルの中継地点に設置され、効率のよいデータの送受信のた
めの制御を行う光伝送装置を作っています。

中継器 光電送装置「FLASHWAVE 7500X」

サービスロボット「enon」

柔軟性・耐久性に優れた
ソフトリネンタグ

ATMでの使用イメージ

手のひら静脈認証装置（マウスタイプ）

　自家発電設備や高度な空調設備、堅牢なセ
キュリティを備えつつ、省エネにも配慮し
たデータセンター。サーバなど企業の情報
システムを預かり、ネットワーク接続や保
守・運用などを行います。富士通グループ
は、国内外で約85ヵ所のデータセンターを
運営しています。

　サービスロボット「enon」は周囲の人
やものの位置、音声を認識し、案内・誘
導、搬送、巡回・見回りなどの作業を自律
的に支援できるロボットです。空港や駅
のほか、ショッピングモールなどの商業
施設、そしてオフィスなど、様々 なシー
ンでの活躍が期待されます。

　薄くて軽いカラー電子ペーパー。表示
中は電力を必要としないため、環境にや
さしいエコ商品です。電車内の中吊り広
告や電子書籍・新聞など、将来的には紙

の代わりとなっ
て多くの分野で
の活用が期待さ
れます。

　登録された情報を無線通信にて読み書きできる
ICタグ。なかでも富士通のリネンタグは薄型で耐久
性にも優れ、水、熱だけでなく、曲げや圧力などに
も強く柔軟性に優れています。多様な繊維製品に
違和感なく装着することが
可能で、ホテルや運輸業で
制服管理などに活用されて
います。

　一人ひとり異なる手のひら静脈のパターンを
使い、高い精度で個人を認証する手のひら静脈
認証。ATMでの本人認証のほか、PCログイン、入
退出管理、勤怠管理など、国内外の幅広いシーン
で従来のIDやパスワードに代わるものとして活
用されています。

　様々な航空会社の飛行機が離発着する空港
において運航状況・駐機スペースの使用状況
を常に正確に把握し、天候などの影響による
突然の運航計画の変更にも柔軟に対応しま
す。24時間体制で、安全を保ちながら効率的
な空港施設の運営をサポートしています。

　豊富な経験を積んだエンジニアがお客様のビジ
ネスを支える大切な情報システムを万が一のトラ
ブルから守っています。

Anytime, Anywhere―世の中の至るところで富士通が社会インフラを支えるシステムを動かしています。

植物性プラスチックを使用し
た富士通のパソコンを日々使
用することで、私も身近なエ
コに取り組んでいます。

“Eco-friendly 
design!”

富士通館林システムセンター新棟（2009年11月開設予定）

ブレードサーバ
「PRIMERGY BX900」

携帯情報端末 
「FLEPia（フレッピア）」

002-003 本アニュアルレポートに記載されている会社名・商品名は各社の商標または登録商標です。

  また、アライアンス・バーンスタイン株式会社ほか2社の連名によ
り、2008年8月27日付で当社株式に係る大量保有報告書の変更報告
書（報告義務発生日　2008年8月20日）が関東財務局長に提出され
ております。当該変更報告書の内容は以下のとおりです。

株主

保有株券	
等の数	
（千株）

株券等	
保有割合	
（%）

アライアンス・バーンスタイン・エル・ピー 245,231 11.85
アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社 19,575 0.95
アライアンス・バーンスタイン株式会社 5,501 0.27
合計 270,308 13.06

  また、アライアンス・バーンスタイン株式会社ほか2社の連名によ
り、2008年11月28日付で当社株式に係る大量保有報告書の変更報
告書（報告義務発生日　2008年11月21日）が関東財務局長に提出さ
れております。当該変更報告書の内容は以下のとおりです。

株主

保有株券	
等の数	
（千株）

株券等	
保有割合	
（%）

アライアンス・バーンスタイン・エル・ピー 224,295 10.84
アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社 20,059 0.97
アライアンス・バーンスタイン株式会社 6,351 0.31
合計 250,705 12.11

  また、アライアンス・バーンスタイン株式会社ほか2社の連名によ
り、2009年2月13日付で当社株式に係る大量保有報告書の変更報告
書（報告義務発生日　2009年2月5日）が関東財務局長に提出されて
おります。当社としてアライアンス・バーンスタイン株式会社ほか
2社の議決権の有無の確認はできておりませんが、当該変更保有報
告書に基づき、議決権を有するものとして主要株主に該当すると
判断し、2009年2月13日付で臨時報告書を関東財務局長に提出して
おります。当該変更報告書の内容は以下のとおりです。

株主

保有株券	
等の数	
（千株）

株券等	
保有割合	
（%）

アライアンス・バーンスタイン・エル・ピー 202,277 9.77
アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社 20,388 0.98
アライアンス・バーンスタイン株式会社 5,950 0.29
合計 228,615 11.04

  また、アライアンス・バーンスタイン株式会社ほか2社の連名によ
り、2009年3月30日付で当社株式に係る大量保有報告書の変更報告
書（報告義務発生日　2009年3月23日）が関東財務局長に提出されて
おりますが、当社として当事業年度末日時点における実質所有株式
数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めて
おりません。なお、当該変更報告書の内容は以下のとおりです。

株主

保有株券	
等の数	
（千株）

株券等	
保有割合	
（%）

アライアンス・バーンスタイン・エル・ピー 197,947 9.56
アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社 20,704 1.00
アライアンス・バーンスタイン株式会社 8,127 0.39
合計 226,778 10.96

 5. シティグループ・グローバル・マーケッツ・リミテッドほか2社の
連名により、2009年2月16日付で当社株式に係る大量保有報告書の
変更報告書が関東財務局長に提出され、またこれに関する訂正報告

書が2009年4月30日付にて提出されておりますが、当社として当
事業年度末日時点における実質所有株式数の確認ができておりま
せんので、上記大株主の状況には含めておりません。

  なお、当該訂正報告書の内容は以下のとおりです。

株主

保有株券	
等の数	
（千株）

株券等	
保有割合	
（%）

シティグループ・グローバル・マーケッツ・リミテッド 4,488 0.20
日興アセットマネジメント株式会社 16,561 0.72
日興シティグループ証券株式会社 222,411 9.70
シティグループ・グローバル・マーケッツ・インク 1 0.00
合計 243,462 10.62

  上記保有株券等の数には、新株予約権付社債券の保有に伴う保有潜
在株式の数が合計で222,850千株含まれております。

 6. 富士電機ホールディングス株式会社ほか5社の連名により、2009年
3月25日付で当社株式に係る大量保有報告書の変更報告書（報告義
務発生日　2008年10月1日）が関東財務局長に提出されておりま
す。当該変更保有報告書の内容は以下のとおりです。

株主

保有株券	
等の数	
（千株）

株券等	
保有割合	
（%）

富士電機ホールディングス株式会社 94,663 4.57
富士ライフ株式会社 4,004 0.19
富士電機リテイルシステムズ株式会社 16,112 0.78
富士電機システムズ株式会社 74,538 3.60
富士電機アセッツマネジメント株式会社 23,676 1.14
富士電機デバイステクノロジー株式会社 18,059 0.87
合 計 231,054 11.16

  また、富士電機ホールディングス株式会社ほか4社の連名により、
2009年3月25日付で当社株式に係る大量保有報告書の変更報告書

（報告義務発生日　2009年3月17日）が関東財務局長に提出されて
おります。

  当該変更報告書の内容は以下のとおりです。

株主

保有株券	
等の数	
（千株）

株券等	
保有割合	
（%）

富士電機ホールディングス株式会社 94,663 4.57
富士ライフ株式会社 4,004 0.19
富士電機リテイルシステムズ株式会社 16,112 0.78
富士電機システムズ株式会社 98,214 4.74
富士電機デバイステクノロジー株式会社 18,059 0.87
合計 231,054 11.16

本社事務所所在地：	〒105-7123
 東京都港区東新橋一丁目5番2号
 汐留シティセンター
 TEL：03-6252-2220（代表）
株主名簿管理人：	三菱UFJ信託銀行株式会社
 〒100-8212 
 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
上場金融商品取引所：	国内：東京、大阪、名古屋
 海外：ロンドン、フランクフルト、スイス
会  計  監  査  人：	新日本有限責任監査法人
お問い合わ せ先：	ご質問などは下記までご連絡ください。
 富士通株式会社
 広報IR室
 TEL：03-6252-2173
 FAX：03-6252-2783

下記サイトからもお問い合わせいただけます。
URL：http://pr.fujitsu.com/jp/ir/
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